
附属明細書

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

期 首 当 期 当 期 期 末 差 引 当 期

残 高 増 加 額 減 少 額 残 高 当期償却額 当期減損額 末 残 高

建物 2,955,893,111 － － 2,955,893,111 1,797,547,032 66,113,675 － － 1,158,346,079

構築物 94,336,223 － 6,495,510 87,840,713 87,728,643 96,103 － － 112,070

器具・備品 57,965,801 － － 57,965,801 53,094,457 1,719,382 － － 4,871,344

計 3,108,195,135 － － 3,101,699,625 1,938,370,132 67,929,160 － － 1,163,329,493

電話加入権 112,000 － － 112,000 － － － － 112,000

施設利用権 1,711,500 － － 1,711,500 1,711,500 － － － -

ソフトウェア 7,215,000 － － 7,215,000 6,939,600 194,400 － － 275,400

計 9,038,500 － － 9,038,500 8,651,100 194,400 － － 387,400

長期前払費用 12,321,467 － 4,581,452 7,740,015 － － － － 7,740,015

敷金・保証金 104,000 － － 104,000 － － － － 104,000

計 12,425,467 － 4,581,452 7,844,015 － － － － 7,844,015

（２）棚卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・

製造・振替

111,509 374,300 - 305,710 - 180,099

（３）有価証券の明細

流動資産として計上された有価証券

1,500,000,000 1,500,000,000 1,500,000,000 －

払出・振替

切手等

摘　　　要

（単位：円）

当期費用に含ま
れた評価差額券面総額

貸借対照表
計上額

その他
種　　　類

有形固定資
産（減価償
却費）

満期保有
目的債券

取得価額

当期増加額

貯蔵品

種類及び銘柄

投資その他
の資産

譲渡性預金

減 損 損 失 累 計 額
摘要

当期減少額

無形固定資
産

期末残高 摘　　　要
その他

資 産 の 種 類
減 価 償 却 累 計 額

期首残高



（４）長期借入金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率（％） 返済期限 摘　　　要

18,432,000 16,128,000 無利子借入金

(2,304,000) (2,304,000)

9,216,000 8,064,000

(1,152,000) (1,152,000)

4,608,000 4,032,000 無利子借入金

(576,000) (576,000)

4,608,000 4,032,000 無利子借入金

(576,000) (576,000)

27,648,000 24,192,000

(3,456,000) (3,456,000)

（注）　（　　）内は一年以内返済予定の長期借入金を表示しております。

（５）賞与引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

17,950,574 19,204,968 17,950,574 －

（６）退職給付引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

8,758,368 2,979,302 5,781,600

8,758,368 2,979,302 5,781,600

8,758,368 2,979,302 5,781,600

（７）預り敷金・保証金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

503,272,871 1,848,000 29,879,603

（８）資産除去債務の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

16,835,500 - -

2,507,685 - 2,507,685

19,343,185 - 2,507,685

（注）上記資産除去債務に対応する除去費用等は、独立行政法人会計基準第91条による特定された除去費用等には該当しておりません。

計 16,835,500

国有財産使用許可に基づく原状回復義務 -

－ 3,456,000

区　　　分 期末残高

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務 16,835,500

政府借入金

区　　　分

地方公共団体借入金

（福岡県）

合計

475,241,268

区　　　分

預り敷金・保証金

1,152,000

区　　　分

（福岡市）

摘　　　要

期末残高

5,956,070

19,204,968

令和12年3月

－ 令和12年3月

期末残高

－

期末残高

2,304,000

－

令和12年3月－

－

－

576,000

－ 576,000

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

5,956,070

5,956,070

賞与引当金

区　　　分

退職給付債務合計額

期首残高 当期増加額
当期減少額



（９）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

補助金等の明細

（単位：円）

（１０）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

(-) (-)

-

〔注記事項〕

 １．役員給与及び退職手当　：　独立行政法人空港周辺整備機構役員給与規程及び役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

 ２．職員給与及び退職手当　：　独立行政法人空港周辺整備機構職員給与規程及び職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

 ３．役職員給与支給人員　：　年間平均支給人員数となっております。

 ４．（　　）内の数値は、非常勤役員、非常勤職員及び嘱託員に係るもので外数です。

(1)

(-)

資産見返
補助金等

50,327

(10,875) (4)

25

－85,170,686

当期交付額

1

5,782

(-)

支給人員

退職手当

支給額

-

1

(-)

(2,880)

85,045,086

資本剰余金
建設仮勘定
補助金等

左の会計処理内訳

－－

預り
補助金等

役　　　員

125,600

－

－

125,600

－

－

区　　　分

国庫補助金

3

計

1,614,486 －

支給人員

－86,785,172

地方公共団体補助金

報酬又は給与

区　　　分 摘　　　要
収益計上

支給額

1,614,486－

86,659,572

合　　　計
(5)

28 5,782

(-)
職　　　員

254,511

204,183

(13,755)



（１１）セグメント情報
（単位：円）

再開発整備
事業

移転補償
事業

緑地造成
事業

住宅騒音防止
対策事業

計 法人共通 合   計

損益計算書上の費用合計 496,632,697 334,200,020 26,224,956 50,234,658 907,292,331 179,969,433 1,087,261,764

行政コスト 496,632,697 334,200,020 26,224,956 50,234,658 907,292,331 179,969,433 1,087,261,764

事業費用

業務費 493,068,285 334,187,444 26,223,156 50,225,682 903,704,567 - 903,704,567

人件費 47,571,099 55,207,812 7,047,649 33,449,631 143,276,191 - 143,276,191

その他経費 379,100,676 278,718,212 19,138,163 16,589,319 693,546,370 - 693,546,370

賃借料 203,976,428 - - - 203,976,428 - 203,976,428

租税公課 34,981,600 60,800 - - 35,042,400 - 35,042,400

用地補償費 - 259,037,030 - - 259,037,030 - 259,037,030

業務委託費 2,449,549 8,715,589 17,693,910 282,909 29,141,957 - 29,141,957

修繕費 88,444,105 - - - 88,444,105 - 88,444,105

助成費 - - - 14,371,032 14,371,032 - 14,371,032

その他 49,248,994 10,904,793 1,444,253 1,935,378 63,533,418 - 63,533,418

減価償却費 66,396,510 261,420 37,344 186,732 66,882,006 - 66,882,006

一般管理費 - - - - - 179,936,013 179,936,013

人件費 - - - - - 124,989,170 124,989,170

その他経費 - - - - - 53,705,289 53,705,289

減価償却費 - - - - - 1,241,554 1,241,554

財務費用 3,547,434 12,576 1,800 8,976 3,570,786 33,420 3,604,206

496,615,719 334,200,020 26,224,956 50,234,658 907,275,353 179,969,433 1,087,244,786

事業収益

業務収入 619,897,324 - - - 619,897,324 - 619,897,324

受託収入 - 403,379,343 35,608,524 - 438,987,867 - 438,987,867

補助金等収益 - - - 86,667,372 86,667,372 - 86,667,372

国庫補助金収益 - - - 85,052,886 85,052,886 - 85,052,886

- - - 1,614,486 1,614,486 - 1,614,486

負担金収益 - - - 1,101,638 1,101,638 - 1,101,638

資産見返補助金等戻入 7,032,699 - - - 7,032,699 - 7,032,699

財務収益 303,036 - - - 303,036 120,941 423,977

627,233,059 403,379,343 35,608,524 87,769,010 1,153,989,936 120,941 1,154,110,877

※ △ 63,001,565 △ 69,179,323 △ 9,383,568 △ 37,534,352 △ 179,098,808 179,098,808 -

事業損益 67,615,775 - - - 67,615,775 △ 749,684 66,866,091

臨時損失

固定資産除却損 3,047 - - - 3,047 - 3,047

補助金返納損 13,931 - - - 13,931 - 13,931

16,978 - - - 16,978 - 16,978

税引前当期純損益 67,598,797 - - - 67,598,797 △ 749,684 66,849,113

当期純損益 67,598,797 - - - 67,598,797 △ 749,684 66,849,113

当期総損益 67,598,797 - - - 67,598,797 △ 749,684 66,849,113

流動資産 1,473,118,399 1,948,774 323,427 5,981,871 1,481,372,471 458,760,677 1,940,133,148

現金及び預金 367,475,967 97,920 3,587 5,847,477 373,424,951 55,279,120 428,704,071

有価証券 1,100,000,000 - - - 1,100,000,000 400,000,000 1,500,000,000

その他 5,642,432 1,850,854 319,840 134,394 7,947,520 3,481,557 11,429,077

固定資産 1,166,711,690 718,894 102,701 513,493 1,168,046,778 3,514,130 1,171,560,908

建物 1,158,346,079 - - - 1,158,346,079 - 1,158,346,079

構築物 112,070 - - - 112,070 - 112,070

その他 8,253,541 718,894 102,701 513,493 9,588,629 3,514,130 13,102,759

2,639,830,089 2,667,668 426,128 6,495,364 2,649,419,249 462,274,807 3,111,694,056

※ 繰出金・繰入金は各セグメント間の内部振替項目であります。

計

繰出金・繰入金

Ⅳ 臨時損益等

計

Ⅳ 総資産

46,595,504

Ⅲ
事業費用、事業収益
及び事業損益

計

地方公共団体補助金収益

計

△ 117,466,917 △ 65,958,323 △ 9,383,568 50,686,720 △ 142,122,088 188,717,592

令和4年度

Ⅰ 行政コスト

Ⅱ
独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト



（注）

１．事業区分の方法 独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、中期目標等における一定の事業等の

まとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。

２．各事業区分の主な内容

（１）再開発整備事業 福岡空港周辺整備計画に基づく以下の事業活動を行っております。

第一種区域内で、航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの少ない施設（騒音斉合施設）

の用に供する土地の取得造成・管理及び譲渡並びに移転跡地の有効活用を行い、騒音斉合施設

への土地利用の転換を図る事業

（２）移転補償事業 周辺整備空港の設置者又は地方公共団体の委託に基づく以下の事業活動を行っております。

第二種区域指定の際に存在した建物や土地について、所有者などから第二種区域外に移転をする

申請があれば、その建物や土地について補償をする事業

（３）緑地造成事業 周辺整備空港の設置者又は地方公共団体の委託に基づく以下の事業活動を行っております。

都市計画事業として緑地帯・騒音斉合施設等を整備し、航空機の騒音による障害の発生防止と

その地域の生活環境の改善を行うため、これに必要な用地の取得を行ったり、移転補償及び

都市計画事業により取得した土地において造成・植栽などにより緑地帯を整備する事業

（４）住宅騒音防止対策事業 第一種区域指定の際、現に所在する住宅について、航空機騒音による障害を防止し、又は

軽減するための防音工事に関し助成する事業

３．その他 総資産のうち法人共通の主なものは、有価証券（400,000,000円）です。


